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経済財政諮問会議の今後の検討課題・取組について 


 


平成 25年８月２日 


甘利経済財政政策担当大臣 


 


 


経済財政諮問会議の任務は経済財政運営の司令塔として基本設計を示すことであり、


平成 25年 6月には「経済財政運営と改革の基本方針」（以下、「骨太方針」という。）をとり


まとめた。日本経済の再生にとって極めて重要な期間となる今後 3年間では、骨太方針実


現の仕組みづくりや改革を進め、デフレから早期に脱却し、民需主導の持続的成長を実現


する環境整備と財政健全化を着実に推進する。 


また、「目指すべき経済社会の姿」の実現に向けて、持続可能な社会保障と財政の実現


に向けた工程の明確化、イノベーションを生み出し最適な資源配分を実現する経済社会の


仕組みづくり、海外のリスク要因等に対しても柔軟に対応できる市場経済システムの構築、


に具体的に取り組む。 


このため、本年後半においては、以下に掲げる議論を通じて、骨太方針に掲げた政策課


題の具体化を進める。また、これまで以上に総理のリーダーシップが効率的・効果的に発


揮されるよう、政府のガバナンスの在り方を変え、困難な課題に突破力をもって対応する。


諮問会議においては、その時々の課題に的確に応える政策分析やエビデンスに基づく政


策提言、定量的な将来展望の提示等に基づく議論が進められるよう、その体制を強化する


とともに、関係会議等とのより効果的な連携強化等を通じて、経済財政政策の司令塔とし


ての役割をしっかり果たしていく。 


 


 


１ 骨太方針に掲げられた「三つの好循環」の起動・推進 


  


（１） マクロ経済環境の好転と成長戦略の推進 


 


 デフレからの早期脱却に向けて、金融政策、物価等に関する集中審議を通じ、金融政


策を含むマクロ経済財政運営の状況、その下での物価安定の目標に照らした物価の


現状と見通し、雇用情勢を含む経済・財政状況、経済構造改革の取組状況等の検証


（原則として四半期ごと） 


 マクロとミクロの好循環をもたらす仕組みの検討、分析（イノベーション、生産要素の移


動、対内直接投資等を例に、ベンチマークし定量化、また、家計類型・企業類型別にア


ベノミクス等の影響を分析） 


 海外におけるバブル崩壊等のリスク要因の注視と備え(新興国経済) 


 


（２） 持続的成長の実現に向けた好循環の形成 


 


資料５ 







 来年度の経済情勢やリスクを踏まえた上での経済財政運営の具体的検討 


 持続的成長の実現に向けた中長期的な税制改革の在り方の検討・経済効果の定量


的分析 


 好循環形成に不可欠な雇用の拡大、賃金上昇等に向けた政府、経営者、労働者がそ


れぞれの役割を果たしつつ、情報交換を率直に行い、連携する取組の推進 


 


（３） 経済再生と財政健全化の両立 


 


 財政健全化に向けた議論の推進、予算編成の基本方針の策定 


・ 給付と負担の在り方の検討、その下での定量的分析を通じた、社会保障の重点


化・効率化の具体策・システムづくり 


・ 中長期的に財政健全化を着実に進めるためのルールの在り方 


・ 国と地方、官と民の役割分担の明確化・再構築に向けた具体的検討 


・ 各分野の歳出改革 


 税制抜本改革法附則第 18条に基づく消費税率引上げに関する経済状況等の総合的


な勘案に向けた必要な検討 


 財政の質の改善に向けた実効性あるＰＤＣＡの実行、トップダウン型の PDCA、執行主


体・責任権限の明確化等の仕組みの検討（米国 OMB、スコアリング、スコアキーピン


グ等との比較検討も含め） 


 頑張るものが報われる仕組みの具体化(地域、民間企業、高齢者等、財政制度等) 


 


２ 効率的な政府に向けたガバナンスの在り方の検討 


 


 総理のリーダーシップ発揮に向けた司令塔機能の強化 


・ 経済財政諮問会議と関係会議の連携強化 


・ 中長期の経済財政政策の方針と各分野の中長期政策との連携・体系の見直し等 


 規制改革や財政健全化、少子高齢化への対応等を着実に推進するためのメカニズム


（規範作り、体制等）の検討 


 


３ 「目指すべき経済社会の姿」の実現に向けた道筋・政策 


 


 目指すべき市場経済システムに関する専門調査会のとりまとめと世界への発信 


 骨太方針に掲げられた「目指すべき姿」の具体化・定量化、道筋の検討。その際、（超）


長期に日本及び世界にとって大きな制約となる可能性のある課題（人口構造、資源・


エネルギー等）について評価・検討 








 


 


経済財政諮問会議（平成 25 年第 17 回）議事次第 


 


平成 25 年８月２日（金） 


16 時 30 分～17 時 30 分 


官 邸 ４ 階 大 会 議 室  


 


１． 開 会 


 


２． 議 事 


（１） 「予算の全体像」と平成 25 年度の経済動向について 


（２） 中期財政計画について 


（３） 平成 26 年度概算要求基準について 


（４） 経済財政諮問会議の今後の検討課題・取組について 


 


３． 閉 会 


 


 


（説明資料） 


資料１ 平成 26 年度予算の全体像 


資料２ 平成 25 年度の経済動向について（内閣府年央試算）（内閣府） 


資料３ 当面の財政健全化に向けた取組等について―中期財政計画―骨子（案）について 


資料４ 平成 26 年度予算の概算要求基準に当たっての基本的な方針について（麻生議員提出資料） 


資料５ 経済財政諮問会議の今後の検討課題・取組について（甘利議員提出資料） 
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平成 26 年度予算の全体像 


平成 25 年８月２日 


経済財政諮問会議 


 


 


経済財政諮問会議がとりまとめる「平成 26 年度予算の全体像」は、現時点の経済


財政状況を踏まえ、今後のマクロ政策運営の留意点や「経済財政運営と改革の基


本方針」（以下、「骨太方針」という。）で掲げられた財政健全化目標の達成に向けた


国・地方の具体的取組を明らかにするものである。概算要求基準の設定、各府省の


概算要求、地方財政計画、また、財政健全化目標達成に向けた今後の取組内容を


具体化する「中期財政計画」の策定についても、「平成 26 年度予算の全体像」を踏


まえて行う。 


 


１． 経済財政の現状と見通し 


 


 景気は、「三本の矢」への一体的取組を通じて着実に持ち直しており、世界経済


の緩やかな回復が期待される中で、平成 25 年度は、民需主導の景気回復が進


むと見込まれる。物価上昇率も今後上昇していくと見込まれる。 


 平成 25 年度の国・地方のプライマリーバランス（以下、ＰＢという。）の赤字は対


GDP 比で７％程度と見込まれる。平成 27 年度までの PB 赤字半減の達成に向け


て必要な収支改善額は、国・地方合わせて、今後 2 年間で対ＧＤＰ比３3/4％程


度である。なお、アベノミクス効果等により、平成 24 年度の国税収入は見込みよ


りも 1.3 兆円増加した。 


 


２． 今後の経済財政運営政策の考え方 


 


（１）今後の政策運営の考え方 


 平成 26 年度（2014 年度）は、今春の緊急経済対策の経済押上げ効果が剥落し


ていく中、日本再興戦略の効果を 大限に引き出し、民需主導の経済へとバトン


タッチを円滑に進めていく必要がある。 


 デフレからの早期脱却と経済再生を実現するとともに、社会保障と財政の持続


可能性を実現することが必要である。平成27年度（2015年度）のＰＢ赤字の半減


の達成に向けては、骨太な取組を進め、経済成長による税収増の拡大、社会保


障を含む徹底した財政の効率化を行うとともに、社会保障・税一体改革について


は、今秋に、消費税率の引上げに関して、税制抜本改革法附則第 18 条にのっと


って、経済状況等を総合的に勘案して、判断を行う。経済財政諮問会議では、経


済状況等の総合的な勘案に向けた必要な検討を行う。 


資料１ 
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（２）財政運営の在り方 


 


【基本的な取組】 


 国・地方合わせた収支改善努力の目安として、平成 27 年度（2015 年度）のＰＢ赤


字半減目標（対ＧＤＰ比、対2010年度比）に必要な収支改善を実現する。平成28


年度（2016年度）以降については、PB黒字化に向けて、PB対象経費と税収等の


対 GDP 比の乖
か い


離を解消できるよう、PB 対象経費の対 GDP 比を確実に縮小させ


るとともに、税収等についても対 GDP 比で拡大させていく。 


 収支改善に向けた仕組みの構築として、大胆なスクラップアンドビルドを行う中で、


義務的経費、裁量的経費含め全体として歳出規模を抑制する中、 「骨太方針」


及び「日本再興戦略」を踏まえ、民間需要や民間のイノベーションの誘発効果が


高いもの、緊急性の高いもの、規制改革と一体として講じるものに予算を集中し、


民需誘発効果を 大化する。このため、概算要求において、既定の経費につい


ては厳しいシーリングを設定するとともに、上記のような優先度の高い施策につ


いては大胆な資源配分を行うこととする。 


 持続的成長と財政健全化をともに実現する税制とする。 


 給付と負担の抜本的な見直しによる社会保障の効率化、国と地方・官と民との


役割分担の見直し等を行っていく。 


 景気変動に関わらず財政健全化を確実に達成するための枠組みを検討する。 


 「質」を重視した財政の仕組みを構築するため、①実効ある PDCA サイクルの実行、


より効果的な仕組みの検討を通じて、トップダウン型の PDCA、執行主体・責任権


限の明確化等を図る、②予算編成過程で、5 年を経過した施策、経済成長局面で


はかえって逆効果になる政策・事業（雇用調整助成金など）について、政策効果を


徹底検証し、大胆に縮小・廃止、③ 特別会計、独立行政法人、定員についても、


効率的・効果的な行政改革を推進する観点から、業務の見直しや重点化を図る。


また、防衛調達をはじめとする政府調達について、規格の共通化等の省庁・部局


横断的な見直しを徹底、④頑張るものが報われるよう、社会保障、地方財政、教


育等の分野で、制度・政策等を見直し、その状況を経済財政諮問会議でフォロー


アップする。 


 


【中期財政計画】 


 中期財政計画の策定に際しては、平成 27 年度（2015 年度）までのＰＢ半減目標


の実現に向けて、各年度の一般会計ベースの収支改善幅の目安、地方財政で


の対応等を明確化する。また、半年に一度、進捗状況を検証する。 


 平成 28 年度（2016 年度）以降の財政健全化に向けた収支改善努力については、
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平成 27 年度予算において、社会保障・税一体改革の見通しが明らかになった上


で、具体化する。 


 中長期試算においては、今後 10 年程度の先までの経済財政を展望できるように


し、平成 33 年度（2021 年度）以降の目標である国・地方の債務残高対ＧＤＰ比の


動向が分かるようにする。 


 


３． 平成 26 年度予算の骨格 


 


（１）平成 26 年度予算の考え方 


 平成 26 年度予算は、「骨太方針」で定めたデフレの早期脱却と財政健全化目標


に向けた第一歩であり、成長戦略を推進する等によりデフレ脱却の道筋を確固


たるものとするとともに、社会保障も非社会保障も聖域とせず、国も地方も歩調


を合わせて大胆に見直しを行い、中期財政計画と整合的な予算とする。 


 中期財政計画と整合性を有するよう、今秋の経済財政諮問会議で、各分野の歳


出の重点化・効率化を議論し、経済や税収の動向を見極めた上で、予算編成の


基本方針をとりまとめる。 


 各府省の予算要求に際して、定量的な成果目標とその達成に向けた指標、関連


する政策を示して要求することを原則とする。既存の施策を継続する場合にも、5


年以上を経過しているものについては、縮小・廃止を原則とする。 


 


（２）主要歳出項目についての取組 


主要分野においては、「骨太方針」に示された方針にのっとって、取組を進め


る。 


 


【社会保障】 


 社会保障制度改革国民会議での議論を踏まえ、時間軸を踏まえた社会保障制


度改革の更なる具体化に向け検討を進める。そのため、改革メニューと制度改


正の流れ（法案提出時期の目途等）を早急に整理する。 


 薬価の見直しと後発医薬品の使用促進、重複・頻回受診の是正をはじめとする


医療費適正化や医療・介護情報についての統合的な全国レベルのシステム化と


活用を推進する。また、70～74 歳の医療費自己負担について、社会保障制度改


革国民会議の議論も踏まえ、早急に結論を得る。 


 中期的には、名目経済成長率を上回る社会保障給付の拡大は国民負担の増大


や歳出削減なくして実現できない。給付と負担の在り方、社会保障に過度に依存


しない仕組みを、社会保障の担い手の増加に向けた視点も踏まえて検討し、抜


本的な重点化・効率化を進める。経済財政諮問会議において検討に着手する。 
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【社会資本整備】 


 財政制約や人口構造等の変化といった課題に直面する 21 世紀型の社会資本整


備に向けた新たな基本方針の策定に向け、経済財政諮問会議でも積極的に議


論を行う。特に、国際競争力の強化、地域の活性化、国土強靭化（ナショナル・レ


ジリエンス）等の諸課題について、選択と集中の在り方、社会資本の維持管理・


更新の在り方、官と民・ハードとソフトの役割分担といった観点から検討を深め


る。 


 


【地方財政】 


 必要な財源を確保しながら、経済再生に合わせ、歳出特別枠等のリーマンショッ


ク後の危機対応モードから平時モードへの切替えを進めていく必要がある。この


ため、地方税収を増やすなど歳入を充実し、国の取組と歩調を合わせて歳出抑


制を図るなど、歳入・歳出両面の改革に取り組むとともに、地方の安定的な財政


運営に必要な一般財源の総額を確保する。 


 地方自らが地域活性化と経営改革に取り組む観点から、地方交付税において行


革や地域活性化に取り組む頑張る地方を支援するための算定の仕組みを取り


入れる。 


 地方分権を推進しつつ、人口構造の変化等に適合した地方行財政制度を構築


する。 
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平成 25 年度の経済動向について（内閣府年央試算） 


 


平成 25 年８月２日 


内 閣 府 


 


我が国経済は、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚


起する成長戦略の「三本の矢」による一体的な取組みの下、個人消費


などの支出の増加が生産の増加につながり、それが雇用・所得の増加


をもたらすという実体経済の好循環の動きが始まりつつある。 


今後については、緊急経済対策の効果の発現に加え、成長戦略の推


進等、引き続き「三本の矢」に一体的に取り組んでいくことにより、


所得環境が改善し、着実な需要の発現と雇用創出が見込まれる。個人


消費は緩やかな増加が続き、企業収益が改善する中で、設備投資の回


復が見込まれるなど、民需主導の景気回復が進むと見込まれる。 


消費者物価（総合）は、日本銀行の「量的・質的金融緩和」の効果


に加え、景気回復が進むこと等により、５年ぶりに上昇すると見込ま


れる。 


以上を踏まえ、平成 25 年度のＧＤＰ成長率は、実質で 2.8％程度、


名目で 2.6％程度と見込まれる。 


先行きのリスクとしては、欧州の政府債務問題、アメリカの政策動


向、中国経済の先行き等の海外経済の動向に加え、金融資本市場の動


向、電力供給の制約等があることに留意する必要がある。 


 


（注）本試算は、現行法に沿ったものとしている。消費税率の引上げについては、


本年秋に、税制抜本改革法附則第 18 条にのっとって、経済状況等を総合的に


勘案して、判断を行う。本年秋に現行法の内容と異なる判断が行われた場合に


は、本試算も判断の内容に沿って見直す。 
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 主要経済指標 
 


 
平成 24 年度 


（実績） 


25 年度 


(政府経済見通し) 


25 年度 


（今回試算） 


実質国内総生産 1.2 2.5 2.8 


民間最終消費支出 1.6 1.6 2.1 


民間住宅 5.3 6.8 7.8 


民間企業設備 ▲ 1.4 3.5 1.9 


政府支出 4.4 3.1 3.2 


政府最終消費支出 2.2 1.1 1.5 


公的固定資本形成 15.0 11.9 9.2 


財貨・サービスの輸出 ▲ 1.3 4.3 5.2 


（控除）財貨・サービスの輸入 3.8 3.7 3.1 


内需寄与度 2.0 2.5 2.5 


 民需寄与度 0.9 1.7 1.7 


 公需寄与度 1.1 0.8 0.8 


外需寄与度 ▲ 0.8 0.0 0.3 


名目国内総生産 0.3 2.7 2.6 


完全失業率 4.3 3.9 3.9 


雇用者数 0.2 0.9 0.9 


鉱工業生産 ▲ 2.9 3.4 3.2 


国内企業物価 ▲ 1.1 0.8 1.7 


消費者物価（総合） ▲ 0.3 0.5 0.5 


ＧＤＰデフレーター ▲ 0.9 0.2 ▲ 0.2 


（注１）寄与度及び完全失業率以外は対前年度比変化率。 


（注２）平成 25 年度の「政府経済見通し」は、「平成 25 年度の経済見通しと経済
財政運営の基本的態度（平成 25 年２月 28 日閣議決定）」で示された見通し。 


（注３）我が国経済は民間活動がその主体をなすものであること、また、特に国
際環境の変化には予見し難い要素が多いことにかんがみ、上表の諸計数はあ
る程度幅を持って考えられるべきものである。 


（注４）平成 24 年度（実績）の雇用者数は、岩手県、宮城県及び福島県について
の補完的推計を含む平成 23 年度の全国値からの変化率である。 


（注５）鉱工業生産は、平成 24 年度（実績）及び 25 年度（今回試算）について
は平成 22 年基準であり、25 年度（政府経済見通し）については平成 17 年基
準である。 


（注６）国内需要デフレーターは、平成 24 年度（実績）は▲0.8％であり、平成
25 年度（今回試算）は 0.3％程度と見込まれる。 


（％、％程度）
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（参考１） 


平成 26 年度 参考試算 


 


 平成 26 年度について一定の想定の下に試算すると、実質ＧＤＰ成長率は


1.0％程度、名目ＧＤＰ成長率は 3.1％程度、消費者物価上昇率は 3.3％程度


になると見込まれる。 


 


  


 平成 26 年度 


実質国内総生産 1.0 


 民間最終消費支出 0.5 


 民間住宅 ▲ 3.3 


 民間企業設備 4.9 


 
内需寄与度 0.4 


外需寄与度 0.6 


名目国内総生産 3.1 


完全失業率 3.7 


雇用者数 0.6 


国内企業物価 4.0 


消費者物価（総合） 3.3 


ＧＤＰデフレーター 2.1 


（注１）寄与度及び完全失業率以外は対前年度比変化率。 


（注２）本試算は、平成 26 年度のマクロ経済を考えるための機械的試算で


あり、種々の不確実性を伴うため、相当な幅を持って理解される必要


がある。 


（注３）平成 26 年度の政府経済見通しは、平成 26 年度における政策対応


や今後の経済動向も踏まえ、年末に策定し閣議了解される「平成 26 年


度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」で明らかにされる。 


（注４）国内需要デフレーターは 2.2％程度と見込まれる。 


（注５）消費税率引上げの影響を機械的に除いて試算すると、消費者物価


（総合）は 1.2％程度、ＧＤＰデフレーターは 0.7％程度と見込まれる。 


 


（％程度） 
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（参考２） 


主な経済指標 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


3.4


0.2


1.2


2.8


1.0


1.3


▲ 1.4
0.3


2.6


3.1


▲ 2.0
▲ 1.7


▲ 0.9


▲ 0.2


2.1


▲ 5.0


▲ 4.0


▲ 3.0


▲ 2.0


▲ 1.0


0.0


1.0


2.0


3.0


4.0


平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度


今回試算 参考試算


（％、％程度） １．国内総生産


実質成長率


名目成長率


GDPデフレーターの変化率


実績


3.4


0.2


1.2


2.8


1.0


▲ 2.0


▲ 1.0


0.0


1.0


2.0


3.0


4.0


5.0


平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度


今回試算 参考試算


（％、％程度） ２．実質成長率と寄与度


実質成長率


内需寄与度


外需寄与度


実績
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0.7


1.4


▲ 1.1


1.7


4.0


▲ 0.4
▲ 0.1


▲ 0.3


0.5


3.3


▲ 2.0
▲ 1.7


▲ 0.9
▲ 0.2


2.1


▲ 3.0


▲ 2.0


▲ 1.0


0.0


1.0


2.0


3.0


4.0


5.0


平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度


今回試算 参考試算


（％、％程度） ３．物価関係指数の変化率


国内企業物価指数


消費者物価指数（総合）


ＧＤＰデフレーター


実績


5.0


4.5


4.3


3.9


3.7


0.3


▲ 0.1


0.2


0.9


0.6


▲ 0.2


0.0


0.2


0.4


0.6


0.8


1.0


3.5


4.0


4.5


5.0


5.5


平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度


今回試算 参考試算


（％、％程度）
４．完全失業率と雇用者数


完全失業率


雇用者数変化率（右目盛）


実績
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内閣府年央試算に関する付注 


 


試算に当たり、以下の前提を置いた。なお、これらの前提は、作業のための想定


であって、内閣府としての予測あるいは見通しを示すものではない。 


 


 


 


平成 25 年度 26 年度 


（参考試算） （政府経済見通し） （今回試算） 


世界ＧＤＰ（日本を除く）の 


実質成長率（％） 
 2.9 2.6 3.4 


円相場（円／ドル） 87.8 98.3 98.1 


原油輸入価格（ドル／バレル） 112.5 105.6 105.5 


（備考） 


① 世界ＧＤＰ（日本を除く）の実質成長率は、国際機関等の経済見通しを基に算出。 


② 円相場は、平成 25 年７月 11 日以後、98.1 円／ドル（同年６月 11 日～７月 10 日の１か月


間の平均値）で一定と想定。 


③ 原油輸入価格は、平成 25 年９月以後、105.5 ドル／バレル（同年６月 11 日～７月 10 日の


１か月間のドバイ・スポット価格の平均値に運賃、保険料を付加した値）で一定と想定。 


 


 


 


 


 








当面の財政健全化に向けた取組等について－中期財政計画－ 


骨子（案） 


 


１．基本認識 
 


○ 「三本の矢」により、強い経済を実現。民需主導の持続的成長を実現し、今後 10


年間（2013 年度から 2022 年度）の平均で、名目ＧＤＰ成長率３％程度、実質ＧＤ


Ｐ成長率２％程度の成長を目指す。 


 


○ 経済再生が財政健全化を促し、財政健全化の進展が経済再生の一段の進展に寄与す


るという好循環を目指し、持続的成長と財政健全化の双方の実現に取り組む。 


 


２．財政健全化に向けた目標 
 


○ 国・地方を合わせた基礎的財政収支（以下、ＰＢ。）について、2015年度までに 2010


年度に比べ赤字の対ＧＤＰ比を半減 、2020 年度までに黒字化、その後の債務残高


対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指す。 


 


３．平成 27年度（2015年度）の目標達成に向けて 
 


（基本的な取組） 


 


○ 目標達成のためには、国・地方を合わせたＰＢを平成 25 年度（2013 年度）から○


○兆円程度改善する必要。 
 


○ 国・地方のＰＢ赤字の大宗を占める国の一般会計ＰＢ赤字について改善を図る必要


があり、歳出・歳入両面で最大限努力する（※）。 


 


※消費税率の引上げについては、８％及び 10％への引上げのそれぞれの施行前に、


税制抜本改革法附則第 18 条に則って、経済状況等を総合的に勘案して、判断を


行う。 


   


○ 要求時点から施策の優先順位を洗い直した上で、無駄を最大限縮減しつつ、税収等


の動向も踏まえ、優先度の高い施策について重点化を図る。 


   


○ 国の一般会計のＰＢについて、少なくとも 2014・2015 年度の各年度○兆円程度改


善。 


 


○ 新規国債発行額は、2014・2015年度に前年度を上回らないよう最大限努力。 


 


○ 特会や独法等も、性質に応じ、必要性の観点から徹底した見直しを行う。 
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○ 地方の一般財源総額は、地方財政の安定的な運営の観点を踏まえ、2014・2015年度


において、2013年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保す


る。 


 


○ 2015年度のＰＢ赤字半減目標の達成に向け、半年毎に進捗状況を確認する。 


 


○ 経済の重大な危機等により、財政健全化目標の達成が著しく困難と認められる場合


には、機動的な財政政策を行うため、適切な対応を行う。その場合、遅滞なく、財


政健全化の経路を改めて示す。 


 


（歳出面・歳入面の取組） 


 


○ 歳出面は、各年度の優先課題に重点化し、メリハリをつける。 
 
○ 民間需要や民間のイノベーションの誘発効果の高いもの、緊急性の高いもの、規制


改革と一体として講じるものを重視。 
 
○ 社会保障、社会資本整備、地方財政等の主要分野は、「骨太方針」第３章に示され


た重点化・効率化の方針に則って取組む。 
 
○ 歳入面は、経済社会構造の変化を踏まえて、あるべき税制の在り方を検討する。 


 


４．平成 32年度（2020年度）の目標達成に向けて 


 


○ 2020年度までの各年度の一般会計予算で、ＰＢ対象経費と税収等の対ＧＤＰ比の乖


離を解消できるよう、ＰＢ対象経費の対ＧＤＰ比を着実に縮小させるとともに、税


収等についても対ＧＤＰ比で拡大させていく必要がある。 
 
○ 具体的には、今後検討を進め、2015年度予算のＰＢ対象経費と税収等の対ＧＤＰ比


等を踏まえて経済財政を展望し、2016年度からの５年間について更に具体的道筋を


描く。 
 
○ その際、各年度、無駄の排除などを通じてＰＢ対象経費を極力抑制しつつ、経済成


長によりＧＤＰを増大させ、ＰＢ対象経費の対ＧＤＰ比を逓減させていくこと、経


済成長を通じて税収の対ＧＤＰ比の伸長を図っていくことを基本とする。 
 
○ さらに、これらの努力を継続する中で、増大する社会保障については、制度改革を


含めた歳出・歳入両面の取組によって財源を確保することを検討する。 
 
○ 今後の予算編成において、歳出増又は歳入減を伴う施策の導入・拡充を行う際、歳


出削減又は歳入確保により、安定的な財源を確保することを原則とする。 
 
○ 本年秋以降、持続可能な財政と社会保障の構築に向けた取組について、経済財政諮


問会議において検討を行う。 
 







（別紙）基礎的財政収支の見通し 


 


○ 国・地方の基礎的財政収支 


平成 25年度（2013年度）▲34.0兆円→平成 27年度（2015年度）▲○○.○兆円程度 


 


○ 国の一般会計の基礎的財政収支の目安 


 平成 25年度 


（2013年度） 


平成 26年度 


（2014年度） 


平成 27年度 


（2015年度） 


国の一般会計の 


基礎的財政収支 


の目安 


 


▲23兆円 


 


▲○○兆円程度 


 


▲○○兆円程度 
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麻生議員提出資料 


平成 25 年８月２日 
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地方交付税
交付金等 年金・医療等 裁量的経費 義務的経費 


自然増 ○兆円 


▲○％ 


25年度予算額 
70.4兆円 


16.4兆円 28.4兆円 13.2兆円 12.3兆円 


（予算編成過程において検討） 


要望（要望基礎額の○％） 


優先課題の推進 


要望基礎額 


税収等の動向を 
踏まえて措置 


 
（要求とともに要望を行い、 


予算編成過程において検討） 


税制抜本改革 
に伴う 


社会保障の充実 


平成２６年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について 


施策・制度の抜本的見直しなどを通じて財源捻出 


※１ 地方交付税交付金等については、「中期財政計画」との整合性に留意しつつ要求。義務的経費については、参院選挙経費の減など
の特殊要因については加減算。東日本大震災復興特別会計への繰入は、既定の方針に従って所要額を要求。 


※２ 税制抜本改革法に基づく消費税率の引上げは附則18条に則って判断することとなっている。 


※２ 
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